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平成２５年度 税制改正解説
所得税・法人税～医療機関の概算経費の特例

・医療機関の概算経費による所得の特例計算について、適用を受けることができる者の範囲が縮小されます。

１．改正の概要

２．実務上の留意点

速 報

〇個人は平成26年分以後の所得税に適用される。

改正前 改正後

社会保険診療に係る収入が年5,000万円以下の者
社会保険診療に係る収入が年5,000万円以下の者

かつ
自由診療を含めた医業に係る収入が年7,000万円以下の者（改正）

【概算経費の適用対象者】

・医療機関の概算経費による所得の特例計算とは、所得の計算上、実額の経費に代えて概算の経費を収入から控除すること

ができる制度である。概算経費は、社会保険診療に係る収入に対しその収入の額に応じた概算経費率を乗じて計算される。

・当該制度は小規模な医療機関の事務処理負担の軽減等を目的として設けられた制度であるが、自由診療収入が多額にあり

必ずしも小規模とは言えない医療機関においても適用を受けられるケースがあったため、適用要件の見直しが図られた。

・個人、法人を問わず、適用制限の対象となる。

〇法人は平成25年4月1日以後に開始する事業年度に適用される。
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